



































































































































































































































































































































































































































































































100．0 32．0 50．0 8．0
市区調査（1999年） 64．9 19．6 39．2 41．2
　③法律的基盤の整備
　2000年3月埼玉県，東京都，出雲市，都留市，塩尻市の5自治体で，名
称は異なるが男女共同参画を地域で推進するための条例が制定された。それ
以来，内閣府の把握によると2002年10月30日現在で，38都道府県，77市
区町で条例が制定されている。住民主体で制定された場合や行政主導でも長
期にわたって調査を重ね，住民の意見を反映しながら条例を制定した自治体
では，着実にジェンダー主流化の推進を目的にし，ポジティブ・アクション，
禁止事項，独立した苦情処理機関の設置などを盛り込んだ条例制定が進みつ
つある。
　優れた内容の条例を制定した自治体の条例制定過程の主な特徴は以下の通
りである。
　a．ジェンダーに配慮した首長もしくは副知事，助役が，条例制定に意欲
　　的であった。
　b．住民からの積極的な意見聴取が行われた。
　c．女性議員やジェンダーに敏感な男性議員が積極的に関わった。
　d．市民団体やグループが市民案を策定したり，盛り込むべき内容を行政
　　に提案した。
　一方，横並びや先陣争いで作られた条例の中には，内容的には，当該自治
体のジェンダー平等を推進する切り札とはなりそうにもないものもある。
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　組織と庁内推進体制については，条例もしくは基本計画でも定めることが
可能であるため，当該自治体の責務や施策に具体的で実効性のあるポジティ
ブ・アクションや効果的な禁止事項，独立した苦情処理機関の設置を盛り込
めるかが最も重要であるといえよう。
　さらに，内容の優れた実効性のある条例が制定されても，実施状況につい
て住民が常に監視していないと絵に描いた餅になりかねない。
3．ジェンダーの主流化を進めるために実効性ある条例（18）
　ジェンダーの主流化を推進可能にする条例とするためには，次のようなこ
とが必要である。
　①　当該自治体などの責務や施策にポジティブ・アクションをはじめ
　　強制力のある内容
　ア．当該自治体，住民以外の責務を明記
　a．事業者
　基本法では，市民団体等からの要請にもかかわらず，事業者の責務は明記
されていない。事業者も国民であるから，国民の責務を述べるだけで十分だ
と言うのが政府側め回答であった。しかし，事業者の責務は，これまで策定
されたすべての男女平等条例には書きこまれている。
　福岡県福間町では，町の工事請負などをおこなうための登録業者となるた
めの手続きには，事業者に男女共同参画の状況を届け出る義務を課している。
岡山県条例では，「知事は，男女共同参画の促進のために必要があると認め
るときは，男女の就業状況その他必要な事項について事業者に対して報告を
求め，報告により把握した男女共同参画の状況を公表することができ，必要
があると認めるときは，事業者に対し，適切な措置を講ずるよう勧告するこ
とができる」としている。
　b．地縁団体および教育の責務
　町内会，自治会など地縁団体が，構成員の固定的な性別役割分担意識を解
消したり，女性を意思決定の場に増やすことを努力義務として定めている条
例（上越市）や，教育の場での男女共同参画の推進を定めた条例（岡山市）
がある。
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　イ．財政的・法的措置の明記
　財政的措置を明記することで，財政難で予算がマイナスシーリングという
厳しい状況でもジェンダーの主流化を促進するための予算を確保することが
可能となる。しかし，東京都など条例を既に制定した都道府県の3分の2で
は，財政的措置が明記されていない。
　ウ．ポジティブ・アクション
　a．審議会における男女比率
　岡山市では，審議会等の委員の性別割合6対4とすることを義務づけてい
る。それに対して，埼玉県では男女均等に，鳥取県では男女比が6対4以内
という数値を努力義務として挙げており，努力義務としている自治体がほと
んどである。一方，国に倣って，審議会全体でなく，男女共同参画審議会だ
けの男女比を定めている自治体も，かなり多く見られる。
　b．その他の公務関係職員の男女比率
　熊本県，広島市，名古屋市，新潟県上越市では，表現は多少異なるが，自
治体の職員などを首長が任命する場合，男女の割合を同等とする配慮をする
よう定めている。
　c．その他の措置
　上述した福間町の町の登録業者となる時の男女共同参画についての報告義
務もポジティブ・アクションの一つである。広島市の条例では，「市長は，
補助金の交付において，必要があると認めるときは，方針の決定過程への女
性の参画の推進その他の男女共同参画の推進に関し適切な措置を講ずるよう
求めることができる。」と定めている。
　神奈川県条例も，一定レベル以上の業者に対して男女共同参画の状況につ
いて報告させることを求めている。
　②効果的な禁止事項
　女性に対する暴力はほとんどの条例で禁止している。埼玉県条例では，マ
スコミ情報などで，「性別による固定的な役割分担を助長する表現」を行わ
ないように努めなければならないとしている。
　③独立した苦情処理機関の設置
　苦情には①当該自治体の施策についての苦情と②男女共同参画の推進を阻
害する要因によって人権侵害があった場合がある。この場合に独立した苦情
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処理機関の設置を定めている自治体はそれほど多くない。埼玉県，石川県で
は，①について機関は資料の提出など求め，助言，意見表明，勧告。②につ
いては助言，是正の要望ができると定めている。目黒区「男女平等・共同参
画オンブーズ」は3人以内とされ，埼玉県の苦情処理委員と同様な権限が与
えられているほかに，「区の男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に
重大な影響を及ぼす等の事項について男女平等・共同参画審議会への調査及
び審議の要求ができる」と定めている。
　鳥取県は，①について議会の承認を得た上で任命される男女共同参画推進
員が対応し，②については知事が当該者，当該事業所に指導，または勧告す
るとなっている。金沢市では，①について，助言，指導，勧告する機関の設
置を定めている。水戸市は①と②に分けず，男女平等参画の権利もしくは人
権の侵害，社会的慣行で差別を受けた市民からの苦情に対して，当該関係者
に助言，是正，勧告ができる第三者機関を置くことができると定めている。
　北海道では，男女平等参画苦情処理委員が①と②に関して助言と意見表明
することになっており，勧告まで踏みこんでいない。男女共同参画審議会に
その役割を担わせているのは，岡山県，福岡県，岡山市，広島市である。川
崎市では，川崎市人権オンブズパーソンに相談し，救済を求めることが出来
るとしている。
4．DV防止法に対応した条例
　DV防止法2条は，「国及び地方公共団体は，配偶者からの暴力を防止し，
被害者を救済する責務を有する。」と定め，その具体的内容，都道府県が設
置する配偶者暴力相談支援センターの業務などについても定めている。従っ
て，基本法以上に地方公共団体の責務が明確にされているが，より明確にす
るためには条例を制定する必要がある。
　DV防止法に対応した独立した条例は，まだ制定されていないが，2001
年度に制定された男女平等条例の中には，DV防止法に対応した内容を入れ
こんだものがある。岡山県条例では，DV被害者の一・時的入所施設の職員に
対し，当該被害者の存在の秘匿や加害者との面会・交渉の禁止ができると定
めている。岡山市条例では，男女共同参画社会の形成を阻害する要因の解消
としてすべてをDV防止法対応として，さらに詳しく定めている。そのた
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め，岡山市条例が採択された時，新聞ではDV防止条例と書かれた。岡山
市条例は，男女平等の推進について教育の責務を定めるなど，特徴があるの
で，DV－一一色でマスコミに報道されることは好ましくない。従って，　DV防
止法関連では，独立した条例を制定すべきである。
5．条例を制定したことによる成果
　①ポジティブ・アクションの効果
　2002年3月に男女共同参画推進条例を制定した上越市では，条例に市長
や議会が任命・推薦する場合，男女均等を配慮すると定めた。その結果，農
業委員の議会推薦枠が全員女性。選挙による30名中女性が一人を含め，37
名中女性が6名（16．7％）という高率となった。国全体で，2000年10月1日
現在で1．82％であるので10倍近い。また，県内に波及効果をおよぼし，
2002年3月末には新潟県全体でも24名だった女性農業委員が，2002年9月
末現在では59名に増加した（19）。
　②苦情処理機関
　埼玉県では条例に基づき，男女の弁護士各1名と女性問題を専門とする女
性ジャーナリスト1名合計3名の委員で構成される男女共同参画苦情処理委
員会を設置し，2000年10月から活動を始めた。成果としては，行政に対す
る苦情について，混合名簿を推進すべきであると言う意見表明を受けて，県
内の公立学校における混合名簿の取り入れ状況が100％に近くなったと言う
ことが挙げられる。
　また，根強い反対運動を配慮しながらも，男女別学の公立高校を共学にす
べきであると言う勧告が出された。私人間の苦情についてはプライバシーの
関係で公表されていないが，DV関係も多く含まれ，適切な対応措置がとら
れていることがホームページでも紹介されている。
　③女性起業家による町おこしへの貢献
　宮城県岩出山町では，2000年の条例制定後，女性，特に高齢女性たちが起
業を始め，街道沿いのレストラン開業などにより町おこしに貢献している（2°）。
6．自治体における「男女共同参画予算」
男女共同参画になったことで，国に倣って，女性のかかわる事業すべてを
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男女共同参画予算として位置付ける都道府県も多い。しかし，国の予算でも
述べたように，それでは，ジェンダーの主流化に結びつかない。
　海外の女性予算のように，予算全体をジェンダーの視点で見直していくこ
とは，事業全体の見直しにもつながる。ジェンダーの視点で見直すことで，
道路，鉄道などのインフラや，公共施設の建築だけでなく，ソフト関係事業
を充実させることの必要性が見えてくる。
　また，女性たちが，生活者の視点で自治体予算を見直していくことで，予
算は大きく縮小可能な場合がある。選挙費用の公費負担分について調査し，
ポスター印刷代の公費負担分67万320円で168枚しか発注せず1枚あたり
4，096円の支出報告にも公費を支払ったケースを発見し，このような浪費を
許した県知事を訴えた女性候補者がいる。残念ながら1審では敗訴になった
ようであるが，控訴中である（2D。
V．自治体におけるジェンダーの主流化を進めるための問題点と
　　今後の課題
1．「男女共同参画叩き」への対応
　緊急の課題は，急激に台頭してきた「男女共同参画の推進に対する抵抗勢
力」への適切かつ迅速な対応である。2001年9月に結成された「日本女性
の会」などの動きが活発化している。これらのグループは，夫婦選択別姓を
認める民法改正に反対すると同時に，男女共同参画社会基本法や条例の制定
にも強く反対している。制定を阻止できない場合は，大阪府のように，条例
を骨抜きにして，苦情処理機関の設置も財政的措置も削る一方で，「男女が
互いの違いを認め」だとか「男女が，社会の基盤である家庭の重要性（22）を
認識し」という表現が入れられる場合もある。このような条例を制定すると
むしろジェンダーの主流化の妨げとなる恐れもある。府議会の強力議員が，
審議会が2年近くかけて，府内の女性たちの意見を聴きながら作った先進的
な条例案に断固反対した結果である。そういう立場の議員は再選しないよう
に当該議員選挙区の女性団体や市民グループと連携した活動をすることが緊
要である。女性はほとんどの地域で選挙民の半数以上を占めており，その立
場を活用すべきである。
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2．条例や基本計画の実施についての住民によるモニター
　条例が制定され，基本計画が策定されても，市民がモニターしていないと
ジェンダーの主流化が実施されないことが多い。市町村で最初にしかもわか
りやすい条例を策定した出雲市では，松食虫駆除と予防のため，大規模な農
薬空中散布が行われている。農薬散布により体調の不調を訴える女性が多い
ため，協議会でたった一人の女性委員が，散布を控えるよう発言しても，協
議会委員，市役所職員，市長からも全く無視されるという苦情が，女性関係
のメーリングリストに出された。女性たちが連帯し，声をもっと大きくして
いかない限り，条例を作っても全く無視されることになる。
　モニターや評価活動は学習や実践活動の進んだ女性団体や市民グループが
ガイドラインを作成したりして，イニシアティブをとる一・方，伝統的な女性
団体にも理解を求め，ネットワークを形成していくことが肝要である。
3．目標値などを盛り込み実効性のある基本計画の策定とその評価
　これまでの多くの自治体基本計画や行動計画は，国や都道府県の行動計画
などの構成や内容に準じたり，他の自治体と横並びで「お題目』に近いもの
も多かった。実効性のある基本計画とするためには，可能な限り具体的な数
値目標などをあげ年次に沿って，当該自治体独自の計画をたてることが必要
である。さらに，実施状況について外部および内部評価の実施が不可欠であ
る。外部評価のためには，当該自治体の住民代表や外部専門家の混合チーム
で行うと，隠れた問題点など顕在化しやすい。
4．住民主体の地域づくりにむけて
　住民主導の条例作りにより，地域の女性たちはますますエンパワーしてき
ている。各地域で2003年の統一地方選挙に向けて，女性ゼロ議会をゼロに
する運動や女性議員を増やす運動が活発化しており，選挙の結果が期待でき
る。ジェンダーの問題に理解が深い女性議員を増やすことで，ジェンダーの
主流化は格段に進む。そのためには，行政と市民社会，特に女性団体とのパー
トナーシップ推進が不可欠である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　Judith　Butler．　Gender　trouble，　Feminism　and　the　Surversion　of」ldentity，
　　Routledge，1990．　p．11，竹村和子訳『ジェンダー・トラブル』青土社　1999，
　　p．29。確かに，性同一性障害やトランスジェンダーなどの実態や当面する問
　　題が明らかにされると，セックス自体も作られたものだという考え方を否定で
　　きなくなる。
（2）　議会自体も，女性議員が増えることにより，変わって行く。女性議員の割合
　　が40％を超えたスコットランド議会では議会の建物に保育所が設置され，会
　　期も学校の長期休暇中を避けるようになった。女性議員が30％の南アフリカ
　　共和国議会にも同じような変化が起こっている。
（3）『警察白書平成13年版』p．160．
（4）　法案を作成した当時の総理府男女共同参画室によると，「男女平等」ではな
　　く「男女共同参画」が使われた理由は，「男女平等には政府内部および議員に
　　反対が多く，名称から反対されて国会での採択はおろか提案も難しいから」と
　　いうことであった。
（5）　大沢真理編『21世紀の女性政策と男女共同参画社会基本法　改訂版』ぎょ
　　うせい2002年p．9－11．
（6）　2002年9月議i会に提出された「千葉県男女共同参画推進条例案」は，自民
　　党の反対で，継続審議となり12月議会で検討されることになった。自民党は
　　独自のジェンダーの主流化とはまったく反対の条例案を策定中で，自民党案が
　　条例として採択されると千葉県だけでなく，条例制定を計画中の自治体にとっ
　　ても極めて厳しい状況になることが予測される。
（7）　「国際婦人年日本大会の決議を実現するための連絡会」はゆるやかなネット
　　ワークであり，活動は限定的である。
（8）　国連開発計画が，人間開発報告書1995年版から毎年発表しているジェンダー
　　エンパワーメント測定は，国会での女性の議席率，管理職の女性の割合，専門
　　職における女性の割合，男性に対する女性の推定勤労所得費をもとに算出した
　　ものであるが，日本女性は2000年で41位，2001年には31位と上昇したもの
　　の2002年には32位に落ち，先進国では最下位，一部開発途上国より低いとい
　　う惨状である。
（9）　筆者が1991年4月に国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）事務局開
　　発と女性課に文部省からの出向として働き始めた時，ジェンダーの主流化が国
　　連関係者に注目して取り上げられていた。しかし，それまで女性学（学問全体
　　を女性の視点で見直し，変えていく）情報ネットワークの構築を行っていた筆
　　者にとって，ジェンダーの主流化とは，女性学の考え方を政策に応用すること
　　であり，とくに目新しいことには思えなかったという印象が強い。
（10）1批θgγα励gGθ城θγ批o批1？Vorld　Bank　’s　VVor丘，　World　Bank，2001．
（11）　Sonia　Mazey．　Gender　mαinstreaming　in　the　EU．　Kogan　Page，2000．
（12）　彼女は，副市長に就任する前は，韓国女性開発院副院長であった。
（13）　田中和子「オーストラリアの国内本部機構」「諸外国の国内本部機構に関す
　　る調査研究報告書』財政経済協会　1997，p．33－48．
一 167一
（14）2000年の国立女性教育会館国際フォーラムでパネリストとして招聰された
　　女性省次官の報告による。
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　　府県・指定都市を中心に」『十文字学園女子大学論叢』第2号（1998．12）p．
　　43－78．
（18）　詳しい報告は，橋本ヒロ子「男女平等条例制定の状況とその課題」「労働法
　　律旬報』no．15327月下旬号（2002．7）p．6－18参照。
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　　保する前置きに「家庭は社会の基本単位であり……」と述べている。
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